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１ 精神医療及び障害福祉サービス等のデータ 
 

（１）日本の人口の推移 
  

日本の人口は今後減少することが予測され、2065 年には 9,000 万人を割り込み、高齢化率は 38％

台になると予測されています。（図表１） 

2025 年に向けて高齢者人口が急速に増加した後に緩やかになります。一方で、既に減少に転じている

生産年齢人口は、2025 年以降さらに減少が加速することが予測されています。（図表２） 

 

図表１：日本の人口の推移 

 
 

図表２：人口構造の変化 
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（２）医療費の動向 
 

平成 30 年度の国民医療費は 43 兆 3,949 億円、前年度からは 0.8％の増加、一人当たりの医療費は

34 万 3,200 円となっています。また、医科診療医療費に占める精神及び行動の障害の割合は、6.1％と

なっています。 

 
図表３：医療費の動向 

 

  

医療費の規模
43兆3,949億円（前年度比0.8％増）
対国民所得では、10.73％

 65歳以上の高齢者医療費の規模
26兆2,828億円（構成割合60.6％）

一人当たりの医療費
全年齢では、33万9,900円 65歳以上高齢者では、73万8,300円

診療報酬別
医科診療医療費は31兆3,251億円（構成割合72.2％）
うち、入院医療費は16兆5,535億円（同38.1％）入院外医療費は14兆7,716億円（同34.0％）
医科診療医療費以外である、歯科診療医療費は2兆9,579億円（同6.8％）、薬局調剤医療費は7兆5,687億円（同
17.4％）、入院時食事・生活療養費は7,917億円（同1.8％）

医科診療医療費における傷病分類別の状況
総数 医科診療医療費に

占める割合
内訳

入院医療費 入院外医療費
循環器系の疾患 6兆596億円 19.3％ 3兆6,882億円 2兆3,714億円
新生物（含悪性腫瘍） 4兆5,256億円 14.4％ 2兆7,966億円 1兆7,290億円
骨格筋系及び結合組織の疾患 2兆5,184億円 8.0％ 1兆1,820億円 1兆3,365億円
損傷，中毒及びその他外因の影響 2兆4,421億円 7.8％ 1兆8,211億円 6,209億円
呼吸器系の疾患 2兆3,032億円 7.4％ 1兆503億円 1兆2,529億円
精神及び行動の障害 1兆9,206億円 6.1％ 1兆3,616億円 5,590億円

出典：平成30年度国民医療費の概況（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/18/index.html）
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（３）精神疾患を有する総患者数の推移 
 

我が国の精神疾患を有する総患者数は、約 419.3 万人（入院患者数：約 30.2 万人、外来患者数：約

389.1 万人）（平成 29 年患者調査）へと急激な増加が続いており、400 万人を超える水準となっていま

す（図表４）。 

 

図表４：精神疾患を有する総患者数の推移  

 
※H23 年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている 

出典：厚生労働省「患者調査」より作成 

 

 

（４）精神疾患を有する外来患者数の推移 
 

精神疾患を有する外来患者数は、15 年前と比べ約 1.7 倍（平成 14 年：約 223.9 万人→平成 29 年：

約 389.1 万人）に増加しています。疾病別にみると、特に認知症（アルツハイマー病）が 15 年前と比べ

約 7.3 倍、気分[感情]障害（躁うつを含む）が約 1.8 倍、神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現

性障害が約 1.7 倍と増加割合が顕著です（図表５）。 

年齢階級別では、全階級で増加傾向ですが、特に後期高齢者（75 歳以上）が顕著であり、15 年前と比

べ約 3.2 倍に増加しています（図表６）。 
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図表５：精神疾患を有する外来患者数の推移（疾病別内訳） 

 

 

図表６：精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳） 

 

※図５・６、いずれも H23 年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている 

出典：厚生労働省「患者調査」より作成 
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（５）精神疾患を有する入院患者数の推移 
 

精神疾患を有する入院患者数は、15 年前と比べおおよそ 9 割（平成 14 年：約 34.5 万人→平成 29

年：約 30.2 万人）に減少していますが、疾病別にみると、認知症（アルツハイマー病）が 15 年前と比

べ約 2.6 倍に増加しています（図表７）。 

年齢階級別では、65 歳未満の入院患者数は減少傾向ですが、65 歳以上は増加しており、特に後期高齢

者（75 歳以上）の入院患者数は 15 年前と比べ約 1.4 倍と顕著です（図表８）。 

 

図表７：精神疾患を有する入院患者数の推移（疾病別内訳） 

 

 

図表８： 精神疾患を有する入院患者数の推移（年齢階級別内訳） 

 

※図表７・８、いずれも H23 年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている 

出典：厚生労働省「患者調査」より作成  
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（６）精神病床における入院患者の在院期間別人数 
 

精神病床でみると、令和元年年 6 月 30 日時点で約 27 万人（令和元年精神保健福祉資料）が入院して

います。前述の精神疾患を有する入院患者数と同様に徐々に減少傾向ではありますが、1 年以上入院患者

が約 17 万人（全入院患者の 6 割強）、5 年以上入院患者が約 8 万人（全入院患者の 3 割強）であり、1

年以上長期入院患者が全体の半数以上を占めています（図表９）。 

また、医師配置が手厚い傾向にある病床群の入院患者の方が、在院期間が短い傾向です（図表 10）。 

 
図表９：精神病床における在院期間別入院患者数（各年 6 月 30 日時点での入院） 

 

※毎年公表される値であるが、便宜上、平成 15 年～令和元年は隔年で掲載している 

出典：「精神保健福祉資料」より作成 

 
図表 10：精神病床を有する医療機関における医師配置別入院患者数  

 

出典：平成 29 年度「精神保健福祉資料」より作成     
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（７）退院後の行先 
 

精神病床からの退院患者の退院後行先としては、総数としては「家庭」が最も多く、次いで「他の病院・

診療所に入院」となっています。 

しかしながら、入院期間別にみると、「3 ヶ月未満」及び「3 ヶ月以上 1 年未満」入院していた方は退院

先として「家庭」が半数以上を占める一方、「1 年以上 5 年未満」及び「5 年以上」入院していた方は退院

先として「他の病院・診療所に入院」が最も高い割合を占めています。 

 

図表 11：平成 29 年精神病床退院患者の退院後の行先 

 
出典：厚生労働省「患者調査」より作成  
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（８）退院の可能性や見通し 
 

精神病床を有する医療機関における１年半以上の長期入院患者の退院可能性をみると、退院困難者のう

ち約 3 割は、「居住・支援がないため」退院が困難と回答しています。 

また、精神療養病棟の入院患者においては、その約 4 割が、在宅サービスの支援体制が整えば退院が可

能と回答しています。 

 

図表 12：精神病床を有する医療機関における１年半以上の 

長期入院患者（認知症を除く）の退院可能性、退院困難理由 

 

 

図表 13：精神療養病棟に入院する患者の退院の見通し 

  

調査日時点の退院可能性 退院困難理由

出典：平成24年度厚生労働科学研究費補助金　障害者対策総合研究事業
　　　　「新しい精神科地域医療体制とその評価のあり方に関する研究」

困難

4262名

(85%)
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(14%)

無回答

35名

(1%)

216名(5%)

1418名

(33%)

2595名

(61%)

精神症状が極めて重症、

または不安定であるため

居住・支援がないため

身体合併症

治療のため

調査対象全体の

28.1％

23.6% 19.0% 3.5% 49.8% 4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の状態でも在宅サービスの支援体制が整えば退院可能

在宅サービスの支援体制が整えば近い将来に退院可能

在宅サービスの支援体制が新たに整わずとも近い将来退院可能

状態の改善が見込まれず将来の退院を見込めない

無回答

 精神療養病棟に入院する患者の約４０％が、在宅サービスの支援体制が整えば退院可能とされて
いる。

精神療養病棟入院
患者（n=1409）

出典：平成26年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査
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（９）障害福祉サービス等の利用者数の推移 
 

障害福祉サービス等の利用者数は、年々増加しています。令和２年 10 月時点において、障害福祉サー

ビス等の利用者約 91.7万人のうち、精神障害者の利用者数は 25.8万人であり、3割弱を占めています。

精神障害者利用者数の過去１年間の伸び率は 7.9％であり、身体障害者及び知的障害者に対する伸び率（そ

れぞれ 0.7％と 3.1％）を大きく上回っています。 

 

図表 14：利用者数の推移（６ヶ月毎の利用者数推移） 

（障害福祉サービスと障害児サービス） 

 
出典：厚生労働省   

 

  

○令和元年１０月→令和２年１０月の伸び率（年率）・・・・・ ５．０%

（単位：万人）

(令和２年１０月の利用者数)
このうち 身体障害者の伸び率…… ０．７％ 身体障害者…… ２２．２万人

知的障害者の伸び率…… ３．１％ 知的障害者…… ４２．１万人
精神障害者の伸び率…… ７．９％ 精神障害者…… ２５．８万人
障害児の伸び率 …… ７．７％ 難病等対象者… ０．４万人（3,593人）

障害児 …… ３９．２万人（※）
（※障害福祉サービスを利用する障害児を含む）



    

12 
 

（10）精神障害者における障害福祉サービス等別利用者数の推移 
 

精神障害者における障害福祉サービス別利用者数の推移をみると、令和２年３月時点で就労継続支援（B

型）の利用者数が約９万人超、約４割の利用で最も多く、次に居宅介護がそれに続きます。増加割合でみ

ると、計画相談支援が、平成 24 年の総合支援法の施行による障害福祉サービス化以降大きく増加してい

ます。 

一方、地域移行支援や地域定着支援、宿泊型自立訓練などは利用者数が低く、課題の整理が必要です。 

 

図表 15：精神障害者における障害福祉サービス等の利用状況 

 
出典：国保連データ（令和２年３月サービス提供分の利用者数まで）を基に精神・障害保健課にて作成 
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（11）精神保健調査日本調査 (World Mental Health Japan Survey) 
 

精神保健調査日本調査は、厚生労働科学研究「精神疾患の有病率等に関する大規模疫学調査研究：世界

精神保健日本調査セカンド」（WMHJ22013－2016）（主任研究者：川上憲人 東京大学大学院医学系

研究科教授）において、精神障害の頻度、受診行動、関連要因、社会生活・自殺行動への影響等を明らかに

することを目的に実施されたものです。（ファースト調査は、2002-2006 年に実施） 

 

①調査方法等 

2013-2015 年度までに、関東地方、東日本、西日本で調査を行い、2450 人に以下の質問項

目について面接調査及び自己記入式調査票による調査を行いました。 

 
図表 16：世界精神保健日本調査（WMH-J2）における全回答者の基本属性 

 

 

図表 17：世界精神保健日本調査（WMH-J2）における質問項目 
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②調査結果 

ICD1-10 診断による主要な精神障害の生涯有病率は、図表 18 注１）に示した「いずれかの精

神障害」では、約 23％となっています。 

 
図表 18：ICD-10 診断による主要な精神障害の生涯有病率（性別） 

 

 
  



    

15 
 

２ 精神保健医療福祉政策の動向 
 

精神保健や精神医療、障害福祉における取組として、これまでに我が国では様々な議論や政策的展開が

図られてきました。 

 
図表 19：障害保健福祉施策の歴史  

 

 

図表 20：精神領域におけるこれまでの経緯一覧 

平成14 年12 月 社会保障審議会障害者部会精神障害分会 報告書「今後の精神保健医療福祉施策について」 ＊I 

平成15 年5 月 精神保健福祉対策本部中間報告「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向」 ＊Ⅱ 

平成16 年9 月 厚生労働省精神保健福祉対策本部報告「精神保健医療福祉の改革ビジョン」 ＊Ⅲ 

平成18 年4 月 障害者自立支援法施行 

平成21 年9 月 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」 ＊Ⅳ 

平成22 年5 月 厚生労働省障害保健福祉部「新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム」 

平成25 年4 月 障害者総合支援法施行 

平成25 年6 月 精神保健福祉法改正 平成 26 年 4 月施行 

平成26 年4 月 「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」 ＊Ⅴ 

平成26 年7 月 厚生労働省「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性」とりまとめ ＊Ⅵ 

平成29 年2 月 厚生労働省「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書」 ＊Ⅶ 
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Ⅰ 平成 7 年の「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」（「精神保健法」から「精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律」に名称変更）の改正を経て、精神障害者の社会復帰等のための保健

福祉施策の充実が図られました。しかしながら、その成果が十分ではないことから、当事者主体

の精神保健医療福祉へ転換を進め、精神保健医療福祉施策全般の充実向上を図ることが重要であ

るとして、平成 14 年 12 月、社会保障審議会障害者部会精神障害分会の報告書「今後の精神保

健医療福祉施策について」が示されました。同月、厚生労働大臣を本部長とする精神保健福祉対

策本部が設置されています。 

 

Ⅱ 平成 15 年 5 月に、精神保健福祉対策本部の「精神保健福祉の改革に向けた今後の対策の方向

（中間報告）が出されました。それに基づき「普及啓発」、「精神医療改革」、「地域生活の支援」

に関する 3 つの検討会が開催されました。この報告を踏まえ、精神保健医療福祉の見直しに係る

今後の具体的な方向性を明らかにするため、平成 16 年 9 月に「精神保健医療福祉の改革ビジョ

ン」が提示されています。 

この改革ビジョンでは、「国民意識の変革」、「精神医療体系の再編」、「地域生活支援体系の再

編」、「精神保健医療福祉施策の基盤強化」という柱が掲げられ、「入院医療中心から地域生活中

心へ」という方策を推し進めていくことが示されました（図表 21）。 

 

図表 21：精神保健医療福祉の改革ビジョンの枠組み 

 

  

「こころのバリアフリー宣言」
の普及等を通じて精神疾患
や精神障害者に対する国民

の理解を深める

相談支援、就労支援等の施設機能
の強化やサービスの充実を通じ
市町村を中心に地域で安心して

暮らせる体制を整備する

救急、リハビリ、重度など
の機能分化を進めできるだけ

早期に退院を実現できる
体制を整備する

「入院医療中心から地域生活中心へ」という
精神保健福祉施策の基本的方策の実現

精神保健福祉施策について、「入院医療中心から地域生活中心へ」改革を進めるため、
①国民の理解の深化、②精神医療の改革、③地域生活支援の強化を今後１０年間で進める。

・精神医療・福祉に係る人材の育成等の方策を検討するとともに、標準的なケアモデルの開発等を進める
・在宅サービスの充実に向け通院公費負担や福祉サービスの利用者負担の見直しによる給付の重点化等を行う

国民の理解の深化

地域生活支援の強化精神医療の改革

基盤強化の推進等

※上記により、今後１０年間で、受入条件が整えば退院可能な者約７万人について、解消を図る。

出典：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課「我が国における精神保健医療福祉施策の動向」
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Ⅲ 「精神保健医療福祉の改革ビジョン」は、「入院医療中心から地域生活中心へ」を基本指針とし

て、国民各層の意識の変革や、立ち後れた精神保健医療福祉体系の再編と基盤強化を今後 10 年

間で進めるとされました。また、「受入条件が整えば退院可能な者（約 7 万人）」についても、併

せて 10 年後の解消を図ることが盛り込まれました。 

 

Ⅳ 平成 21 年 9 月に、「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の後期 5 か年（平成 21 年 9 月以

降）の重点施策群の策定に向けた「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」（今後の精神保健

医療福祉のあり方等に関する検討会報告書）が提示されました。「地域を拠点とする共生社会の

実現」に向けて、「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づく施策の立案・実

施を更に加速させることとされました（図表 22）。 

 

図表 22：「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」概要 

 

 

  

出典：「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」（今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書）
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Ⅴ 平成 26 年 4 月の「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律」の施行に伴

い、法第 41 条第 1 項の規定に基づき、「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保す

るための指針」が定められました。入院医療中心の精神医療から地域生活を支えるための精神医

療の実現に向け、精神障害者に対する保健・医療・福祉に携わる全ての関係者が目指すべき方向

性を定めたものです。１年未満で退院できるよう、質の高い医療を提供し退院支援等の取組を推

進するとともに、１年以上の長期入院者の地域移行を推進するため、多職種による退院促進に向

けた取組を推進することなどが明記されました（図表 23）。 

 

図表 23：良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針（概要） 

 

 

Ⅵ 平成 26 年 7 月に、「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策の今後の方向性」（長期

入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会取りまとめ）が公表されました。 

主に、下記が打ち出されています。 

①長期入院精神障害者の地域移行及び精神医療の将来像として、「退院に向けた意欲の喚起」、

「本人の意向に沿った移行支援」、「地域生活の支援」を徹底して実施 

②長期入院精神障害者本人に対する支援として、「退院に向けた意欲の喚起」、「本人の意向に沿

った移行支援」などの「退院に向けた支援」、居住の場の確保や地域生活を支えるサービスの

確保として「地域生活の支援」、また、医療機関の地域移行に関する取組が効果的なものとな

るよう自治体が助言・支援に努める「関係行政機関の役割」 

③病院の構造改革として「入院医療について精神科救急等地域生活を支えるために医療等に人

員・治療機能を集約することが原則」、「地域移行を進めることによる病床の適正化」 

  

１．精神病床の機能分化に関する事項
○機能分化は段階的に行い、人材・財源を効率的に配分するとともに、地域移行を更に進める。その結果として、精神病床は減少する。
○地域の受け皿づくりの在り方や病床を転換することの可否を含む具体的な方策の在り方について精神障害者の意向を踏まえつつ、保健・医療・福祉

に携わる様々な関係者で検討する。
○急性期に手厚い医療を提供するため、医師、看護職員の配置について一般病床と同等を目指す。
○入院期間が１年未満で退院できるよう、多職種のチームによる質の高い医療を提供し、退院支援等の取組を推進する。
○１年以上の長期入院者の地域移行を推進するため、多職種による退院促進に向けた取組を推進する。

２．精神障害者の居宅等における保健医療サービス及び福祉サービスの提供に関する事項
○外来・デイケア等で適切な医療を受けながら地域で生活できるよう、外来医療の提供体制の整備・充実及び地域における医療機関間の連携を推進す

る。
○アウトリーチ（多職種のチームによる訪問支援）を行うことのできる体制を整備し、受療中断者等の地域生活に必要な医療へのアクセスを確保する。
○在宅の精神障害者の急性増悪等に対応できるよう、精神科救急医療体制を整備する。

○精神科外来等で身体疾患の治療が必要となった場合、精神科と他の診療科の医療機関の連携が円滑に行われるよう協議会の開催等の取組を推進
する。

○医療機関及び障害福祉サービス事業を行う者等との連携を推進するとともに、居住支援に関する施策を推進する。

３．医療従事者と精神障害者の保健福祉に関する専門的知識を有する者との連携に関する事項
○精神科医療の質の向上、退院支援、生活支援のため、多職種との適切な連携を確保する。
○チームで保健医療福祉を担う専門職種その他の精神障害者を支援する人材の育成と質の向上を推進する。

４．その他良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供の確保に関する重要事項
○保健所の有する機能を最大限有効に活用するための方策を、市町村等の他の関係機関の在り方も含めて様々な関係者で検討し、当該検討に基づく

方策を推進する。

○非自発的入院の場合においても行動の制限は最小の範囲とし、併せて、インフォームドコンセントに努める等精神障害者の人権に最大限配慮して、
その心身の状態に応じた医療を確保する。

○自殺対策（うつ病等）、依存症等多様な精神疾患・患者像に対応した医療を提供する。
○精神疾患の予防を図るため、国民の健康の保持増進等の健康づくりの一環として、心の健康づくりのための取組を推進する。

厚生労働省告示第65号（平成26年4月1日適用）

○入院医療中心の精神医療から地域生活を支えるための精神医療の実現に向け、精神障害者に対する保健医療福祉に携わる全ての関係者が目指す
べき方向性を定める。

厚生労働省資料
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Ⅶ 平成 29 年 2 月に、「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」報告書がとりまと

められました。「精神保健医療福祉の改革ビジョン」に示された「入院医療中心から地域生活中

心」という政策理念に基づく施策をより強力に推進し、精神障害者の一層の地域移行を地域にお

いて具体的な政策手段により実現していくため、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ム」という新たな政策理念が明記されました。 

   この政策理念を基軸としつつ、既存の取組等による成果を踏まえ、精神障害者が地域の一員と

して安心して自分らしい暮らしをすることができるような方策を検討することが示されていま

す。 

 

図表 24：これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書（概要）(抜粋) 

 
出典：これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書（概要） 
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３ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」とは 
 

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムとは 
 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」とは、精神障害者が地域の一員として、安心して自分

らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合

い、教育が包括的に確保されたシステムのことを指します。 

このしくみが、「入院医療中心から地域生活中心へ」の理念を支えるものになり、また、多様な精神疾患

等に対応するための土台づくりとしての基盤整備にもつながることが期待されます。 

 
図表 25：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ） 

 

出典：平成30 年6 月27 日 第90 回障害者部会資料を一部改変 

 

 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の

構築範囲は、日常生活圏域単位が基本となります。 

その上で、精神科医療機関・その他の医療機関・障

害福祉サービス等事業所等・市町村による包括的かつ

継続的な連携支援体制の確保が求められます。   

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO 等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップ

バックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

通所・入所通院・入院

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

圏域の考え方
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築において重視すべきこと 
   

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築には、以下のポイントが重要です。 

 

①地域住民の理解増進 

すべての人が生きやすい社会を形成するうえでは、地域住民の精神障害者に対する理解が必要

不可欠です。障害や年齢、性別、その他様々な要因による差別や偏見（いわゆる「スティグマ」）

を解消していくことが重要です。 
 

②精神障害者本人の希望・ニーズ 

精神障害者本人を中心として支援の輪をつくりあげることが、最も基本的な視点になります。本

人の希望やニーズを引き出し、そのうえで一人ひとりに応じた支援が形成されていくことが大切

です。 
 

③地域アセスメントに基づく目標設定とロードマップの作成及び検証 

まず初めに、「地域アセスメント」を行う必要があります。その上で課題抽出を行い、その認識

を関係者間で共有します。その後、目標設定と役割分担及びロードマップを作成し、具体的な各取

組を実施します。適宜評価・検証しながら、PDCA サイクルを回していくことが求められます。 

 

④支援者間のネットワークによる協働 

地域の基盤整備を進めるうえで、基本となる資源は既存のネットワークです。今ある連携体制の

促進と新たな形成が求められます。 
 

⑤保健所の役割 

地域移行支援・地域定着支援等推進の中心的役割が求められます。また、精神障害者が地域生活

を継続する上で、危機介入が必要な場合もあります。保健所のリーダーシップの発揮が、大変重要

です。 
 

⑥精神医療の役割 

精神障害者を取り巻く状況や精神疾患の特徴などを鑑みると、精神医療が担う役割は大変重要

であることは言うまでもありません。症状のゆらぎがあることが、精神障害の特徴のひとつでもあ

り、医療の適切な介入及び継続的な関わりが、地域における安心して継続した暮らしを実現するう

えでは必要不可欠です。     
 

⑦障害福祉サービス等の利用と社会参加（就労等）の促進 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築のためには、地域に存在する多様なニーズ

及びそれらに対応したサービス等を整備していく必要があります。介護や生活支援におけるニー

ズに対応するのみならず、本人の社会参加の機会創出も大変重要です。 
このような体制整備のためには、市町村等が中心となって、福祉を起点とした基盤整備を行って

いくことが求められます。  
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（３）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構成要素 
 

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構成要素 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構成する要素には、大きく、「地域の助け合

い・教育（普及啓発）」、「住まい」、「社会参加（就労）」、「保健・予防」、「医療」、「障害福祉・介護」

があります。 
 

図表 26：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構成要素 

 

【各構成要素の内容（一例）】 

「地域の助け合い・教育（普及啓発）」 

 ＜地域住民の精神障害への理解促進＞ 

・当事者や家族等と連携した精神障害の理解促進に向けた効果的な普及・啓発の推進 

・精神障害者地域生活サポーター（仮称）の養成    

「住まい」 

 ＜精神障害者が地域で暮らす場（住まい）の確保＞ 

・精神障害者の住まい確保に係る課題等の実態把握と、必要なグループホーム、高齢者向け

住まい等の整備 

・自立生活援助サービスなど地域支援の充実・活用等による公営住宅等への入居促進、精神

障害者が入居可能な賃貸住宅の登録促進、マッチング・入居支援 

・精神障害者の円滑な住まい確保にむけた地域関係者への手引きの作成、周知 

・住宅セーフティネット制度の周知、居住支援協議会との連携 

「社会参加（就労）」 

 ＜精神障害者の希望や適性を踏まえた就労（復職）支援の充実＞ 

・精神障害者の社会参加促進のための効果的な支援事例の収集・ノウハウの共有 

・精神医療機関、障害福祉サービス等事業所等とハローワーク、企業の連携促進 

・精神障害者雇用トータルサポーター、ジョブコーチによる職場定着支援 

・就労定着支援事業の活用促進 

・ピアサポーターの活躍の機会の確保 

「保健・予防」 

 ＜メンタルヘルス問題全般の早期発見と介入＞ 

・精神的不調に対するセルフチェック、援助希求行動促進のための啓発 

・精神保健相談業務の充実、窓口の周知、相談ルートの整備 

・必要な支援（医療を含む）へのアクセスの確保 

・家族支援の充実 

・ひきこもり支援、自殺予防施策等との連携 

  

地域の助け合い・教育
（普及啓発）

障害福祉・介護

住まい

社会参加（就労）

保健・予防

医療
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「医療」 

＜精神障害者が適時適切に必要な医療にアクセスするための体制整備＞ 

・保健・医療的アウトリーチの充実と効果的な支援のあり方（医療と保健の連携など）の検討 

・精神科救急医療体制整備 

・地域の身体科医療機関、学校、職場、行政等との連携 

＜精神障害者を地域で支える医療の強化＞ 

・多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の推進 

・外来機能（デイケア、訪問サービス、ケースマネジメント）の強化 

・精神医療と身体科医療の連携 

・入院患者の早期の地域移行・地域定着に資する取組の実施と検証 

・長期入院精神障害者の効果的な退院支援プログラムの提示 

・治療抵抗性統合失調症治療薬の一層の普及 

・必要な医療の継続支援に資する取組の実施と検証 

「障害福祉・介護」 

 ＜精神障害者の地域生活のために必要な障害福祉・介護サービスの確保と利用・連携促進＞ 

・地域移行・地域定着のために必要な基盤整備量の目標を明確にし、障害福祉計画等と整合性

をはかりつつ基盤整備を推進 

・地域相談支援の利用促進 

・精神障害者支援の質を確保するための障害福祉サービス等事業所等の育成 

・効果的な支援プラン、ノウハウの共有 

・介護支援専門員等への効果的な研修等の検討、介護と福祉の連携 

 

 

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る 4つの「助」 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」を構築するうえでは、「自助」、「互助」、「共助」、

「公助」の 4 つの助が連動することが大切です。 

 

図表 27：4 つの「助」 

 
出典：多様な精神疾患等に対応できる医療連携構築支援研修会（H30.11.15)資料  

自助 互助

共助 公助

• 自身のメンタルヘルス・障害理解の
促進

• セルフチェック、適切な援助希求
• 自助グループにおける活動

• 住民同士の助け合い
• ボランティア活動
• NPO、住民組織等の活動
• ピアサポーターの活動

• 精神科医療・身体科医療
• 介護サービス

• 障害福祉サービス
• 自治体による相談支援
• 関連する各種事業
• 人権擁護、生活保護、虐待対策
• 通報対応
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また、これらの 4 つの助が、様々な圏域を超えて有機的かつ効果的に連動することが重要であ

り、そのような連動により、包括的な支援体制の構築が推進されていきます。 

 

図表 28：重層的な支援体制のイメージ 

 

 

（参考） 

包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を行うとともに、より広い視点

に立って、今後の社会保障において強化すべき機能や、多様な社会参加と多様な主体による協働を

推進していく上で必要な方策について検討された「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参

加・協働の推進に関する検討会」の最終とりまとめが令和元年 12 月に公表されています。 

  

厚労科研「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究」（代表：藤井千代）
「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担：野口正行）研究報告書より

3 都道府県での多領域多機関連携システム構築
【障害保健福祉圏域での公助の充実】

（２）
２ 市区町村での多領域多機関連携システム構築

【基本圏域での公助の充実】

１ 多機関多職種による個別支援チーム
【日常生活圏域での共助の強化】

（地域の互助の強化）

本人・家族
（自助）
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図表 29：地域共生社会に向けた包括的な支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会 

最終とりまとめ 概要 
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③精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（図表 30）では、精神障害にも対

応した地域包括ケアシステムの構築に資する取組の推進を目的としたメニューが用意されていま

す。 

 

図表 30：令和３年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの 

構築推進事業及び構築支援事業の概要 
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図表 31：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進 申請自治体実施事業 
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④精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に実践経験のあるアドバイザー（広域・都道

府県等密着）から構成される組織を設置し、都道府県・指定都市・特別区は、広域アドバイザーの

アドバイスを受けながら、都道府県等密着アドバイザーと連携しモデル障害保健福祉圏域等にお

ける精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。また、関係者間で情報やノウ

ハウの共有化を図るため、ポータルサイトの設置や会議等を行います。 
ポータルサイトには、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築のための手引き」も掲

載されていますので、ご参照下さい。 
 

図表 32：精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援情報ポータル 

URL: http://www.mhlw-houkatsucare-ikou.jp/index.html 

 
 

 
  




